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地域デジタル化支援促進事業

◼ 地域企業のデジタル化の促進に向けて、地域金融機関等が行う、地域企業へのデジタル化支援コンサルティングに
ついて、地域金融機関等に対し支援を実施し、その取組みを後押しするもの。

地域企業

地域金融機関等

補助事業者

補助金

間接補助金

デジタル化
コンサルティング 対価の支払い

事業イメージ 補助金概要

実施主体

対象業務

実施主体ごとの
交付上限額

支援企業の
要件

•地域金融機関等

•大企業(従業員2,000 人超)に該当しないこと

•本店所在地が東京都以外の地域、または
条件不利地域*1であること   等

• 支援企業に対して行う、デジタル化に関する
役務提供（コンサルティング）

• 企業から対価の支払いのあった1件の役務提供に
ついて、企業への請求額の根拠である人件費の
50%（上限100万円）

交付額

• 40百万円

事業期間 • 2025年3月~2026年1月31日

*1：過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離島振興法、半島振興法及び小笠原諸島振興開発特別措置法で規定される条件不利地域を有する市町村のうち、政令指定都市を除く市町村
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R６年度事業採択先一覧（第１次公募）

【北海道地方】
• 北海道銀行
• 北洋銀行

【北陸地方】
• 北陸銀行
• 北國銀行
• 福井銀行
• 富山第一銀行

【中国地方】
• 鳥取銀行
• 山陰合同銀行
• 中国銀行
• 広島銀行
• 山口銀行※
• もみじ銀行※
• 西京銀行
• 広島信用金庫

【四国地方】
• 阿波銀行
• 百十四銀行
• 伊予銀行
• 四国銀行
• 徳島大正銀行
• 高知銀行

【九州・沖縄地方】
• 福岡銀行
• 西日本シティ銀行
• 北九州銀行※
• 十八親和銀行
• 佐賀銀行
• 肥後銀行
• 大分銀行
• 宮崎銀行
• 鹿児島銀行
• 沖縄銀行
• 福岡中央銀行
• 熊本銀行

黒：第一地銀 50
橙：第二地銀 13
青：信用金庫 7
※はFGによる共同申請等

65コンソーシアム(70地域金融機関)を採択

【東北地方】
• 青森みちのく銀行
• 岩手銀行
• 北都銀行※
• 荘内銀行※
• 山形銀行
• 七十七銀行
• 東邦銀行

【関東・甲信越地方】
• 足利銀行
• 常陽銀行
• 武蔵野銀行
• 千葉興業銀行
• きらぼし銀行
• 横浜銀行
• 第四北越銀行
• 山梨中央銀行
• 八十二銀行※
• 長野銀行※
• 栃木銀行
• 京葉銀行

【東海地方】
• 静岡銀行
• 大垣共立銀行
• 十六銀行
• 三十三銀行
• 百五銀行
• あいち銀行
• 浜松磐田信用金庫
• 碧海信用金庫
• 西尾信用金庫

【近畿地方】
• 滋賀銀行
• 京都銀行
• 関西みらい銀行※
• 池田泉州銀行
• 南都銀行
• 紀陽銀行
• みなと銀行※
• 京都信用金庫
• 京都中央信用金庫
• 大阪シティ信用金庫
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